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政策調整会議の概要 

開催日 平成20年6月26日（木） 

 

◎項  目 

１ 国への提案・要望の今後の取り組みについて【東京事務所】 

２ 平成２０年度市町村当初予算について【政策企画部】 

３ その他 

 

◎内  容 

１ 国への提案・要望の今後の取り組みについて【東京事務所】 

 東京事務所より、骨太の方針が明日閣議決定されることを踏まえ、提案・要望の今後のフォローアップにつ

いて説明があり、意見交換を行った。 

 

【説明概要】 

・ 骨太の方針が明日閣議決定されることから、国の来年度の予算編成が本格化する。 

・ 例年７月下旬に財務省から概算要求基準が出るが、今年も、骨太の方針の決定を受けて７月中には概算要

求の骨格ができあがると聞いており、東京事務所としても国へ提案・要望してきた項目を中心に、各省に

対応の考え方を確認していく。 

・ 今後も本庁に確認した情報を提供していくので、そのフォローについて協議していきたい。 

・ 骨太の方針に書かれていること以外にも対応していく。また事務所としての各部からのミッションについ

ても、各部と連携して取り組んでいく。 

【主な意見】 

・  昨日、東京での総務事務次官と副知事との懇談会の際、広島県から医師不足への対応について意見が出た。

広島県を含め６県で医師の総数が減り、５県は都市部に集中し中山間に医師がいない状況だが、高知県は

両方で減っている。このような点は高知県として国に主張していけると思う。（副知事） 

 

２ 平成２０年度市町村当初予算について【政策企画部】 

  政策企画部より、平成２０年度市町村当初予算に関する資料を配付のうえ、概要説明があり意見交換を行っ

た。 

 

【説明概要】 

・ 予算規模について、平成１１年度以来９年ぶりの増額予算（1.2%増）である。 

・ 歳入予算について、地方税は 1.2%の減となる一方、地方交付税は 2.5%の増。また、合併特例債及び過疎

債の大幅増による臨時財政対策債を除く地方債が 18.4%増となっている点が今年の特徴である。基金繰入

金は財政圧縮により、8.6%の減となっている。  

・ 歳出予算について、職員数の減に伴う人件費が 3.7%の減、扶助費は高齢化に伴い着実に増。また、普通

建設事業は情報関連事業の部分で 8.5%の増となっているが、通常の公共事業は苦しい状況である。補助

費等及び扶助費については、後期高齢者医療広域連合の発足に伴い繰出金が負担金になったことによる増

減が主である。 
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・ 普通建設事業は、平成８年度の３分の１程度、また職員数も平成１２年度のピーク時より 13.7%の減とな

っている。 

・ 基金の状況について、過去３年基金の残高は増えている。平成２０年度予算では繰上償還の財源とする減

債基金の取崩し額が増加するため減少しているが、決算では戻ってくると見ている。 

・ 財政調整的な基金について、全体的に残高は少なく団体毎の格差も見受けられる。 

・ 今後の市町村財政の見通しは、債務は依然として不透明で厳しい状況にあり、公債費は国体施設や景気対

策事業の起債の償還が本格化するなか、補償金免除の繰上償還を積極的に行うとともに、新発債の抑制を

している状況。普通建設事業費は地上デジタル放送への対応や小中学校の耐震化など緊急を要する経費が

増加する。また、基金について減少に歯止めのかかっていない団体も見受けられることから、引き続き慎

重な財政運営がなされると思われる。 

・ 今後の対応としては、財政健全化法の施行に伴い、普通会計だけでなく公営企業会計等も含めた団体とし

てどのように経営を行っていくのか、将来を見通した、より計画性をもった財政運営が求められることか

ら、市町村としては、「集中改革プラン」に基づく行財政改革を進める必要がある。 

 

【主な意見】 

 ・ 早期財政健全化団体になる可能性のある市町村はあるのか。 

  → 将来的に公債費比率に関し、可能性がある団体がないこともない。 

 

３ その他 

・ 政策企画部より、新たな農山村支援政策の展開に関する国省庁の動きについて説明があった。 

 ・ 総務事務次官と副知事との懇談会において、限界集落という用語を使わないようにしてほしいとの話があ

った。（副知事） 

  → 高知県としてもできるだけ使わないようにし、「条件が不利な地域」や「小規模で高齢化が進んだ集落」 

といった表現をケースによってしていけばどうかと考えている。 

・ 定住自立圏構想の議論において、３０万人、あるいは１０万人規模の都市を基本に考えていく場合、高知 

県では高知市以外には該当する都市が無いことになるので、今度来高される総務省の山崎参事官には、ど

のようにすれば広域での枠組みでの対応が可能か考えていただくよう話もしたい。（副知事） 


